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Ⅰ．序 論
不動産関連税制の改編方向は税収のような財政需要の目的以外に不動産投機抑制にも非常
に密接に関係している。特に2000年代以降，韓国の不動産関連税制は暴騰する不動産価格の
安定化が最優先目標であった。即ち，IMF 外換危機がある程度鎮静化した2001年頃から，
ソウル江南を中心に始まった不動産価格の暴騰は全国的な現象として広まり，その渦中に政
権を担っていた現政府は不動産市場の安定化を政策の最優先目標に置いたのである。不動産
市場の安定化のために大小様々な政策が随時発表されたが，その中で重要なことはすべてに
税制改編が含まれていたという事実である。それから2007年に至るまでのおおよそ５６年
の間，不動産関連税制はそれ以前のどんな時期にも比較できないくらい，様々な重要事項が
新設および改正された。その中で重要な事項だけでも並べてみると，総合不動産税の新設，
財産税課税標準の現実化と税率体系の改編，取得税・登録税の税率引き下げおよび課税標準
の良性化，１世帯１住宅非課税用件の強化，譲渡所得税の実質取引価格課税制度の導入，１
世帯多住宅者に対する譲渡所得税重課税，不動産実質取引価額の申告制度および不動産実質
取引価額の登記簿記載制度の施行などがあげられる。一つ一つがすべて重要で，画期的でな
いものがないくらいである。
このような多くの税制改編と各種住宅・金融政策および世界的な金利引き上げと金融市場
の不安，先進国の住宅価格の引き下げのような対内・対外的な与件の変化によって，2007年
現在韓国の不動産市場はこれまでの５６年の間に比べかなり安定した様相を示している。
本研究では，過去５６年間に断行された不動産関連税制改編の背景と主要内容を概略的
にながめ，現行の不動産関連税制の問題点と改善方案を考察していく。
Ⅱ．2000年以降の不動産価格の暴騰と対策
2000年代に入り IMF 外換危機により沈滞していた景気の回復，低金利による豊かな流動
性，開発制限区域解除などの土地規制緩和，首都圏地域の大規模な新都市推進，忠清圏にお
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2000年以降の改編内容を中心にして
ける新行政首都の建設など，各種の好材料によって全国の不動産価格が急上昇しはじめた。
不動産の種類別ではアパートが土地や単独住宅などに比べ，より大幅に上昇した。特に，ソ
ウル江南および首都圏地域の上昇幅が他の地域に比べ著しく高かった。
〈図１〉は2000年１月から2007年９月までの主要地域別のアパート価格の上昇率を示して
いる。
〈図１〉は2001年１月１日を基準日としたアパート価格の累積上昇率を示しているが，こ
れを通して次のような諸事項が確認できる。
第一に，ソウル江南および首都圏の上昇率が他の地域に比べ，ずば抜けて大幅に上昇した。
第二に，高強度の不動産諸対策（2002.9.2，2003.10.29，2005.8.31，2007.1.11等）が一時
的に効果的であった。
第三に，2003年10.29対策以降，地方は安定したが，ソウルおよび首都圏は一時的に安定
化を見せたものの2005年から2006年末まで再び暴騰し，ソウルおよび首都圏と地方間との両
極化現象が深化した。
一方，このような不動産価格の急上昇を抑制するため，政府は租税・金融および住宅供給
などに関連した大小の諸政策を数十回にもわたって発表した。その中で最も高強度な総合対
策と思われるのは〈図１〉に示されているように2002年９月４日，2003年10月29日，2005年
８月31日，2007年１月11日に各々発表された総合対策である。このような総合対策が発表さ
れるや，一時的には不動産市場は安定化を見せたが，しばらくすると再び価格が急騰すると
いう現象が繰り返されてきたのが2007年初までの様子と言えよう。
今までに発表された政府の不動産対策の中で租税政策だけを集め，譲渡税制と保有税制
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（取引税制を含む）に分けると〈表１〉のようになる。
Ⅲ．主要不動産関連の税制改編内容
1．財産税制の改編
従前まで地方税として，建物に対しては財産税，土地に対しては総合土地税が賦課されて
きたが，2005年からは財産税と総合土地税が財産税として統合され，国税として総合不動産
税が新設された。これによって全国のすべての土地と建物に対して，一旦低い税率の財産税
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〈表１〉不動産対策関連の主要な租税政策の発表内容
発表日 譲渡税制 保有税制および取引税制
２
０
０
２
年
9.4
・１世帯１住宅非課税要件強化
（１年居住要件追加）
・３住宅以上の保有者に対する実質取引
価格課税
・新築住宅に対する譲渡所得税減免縮小
・高級住宅面積基準の下方調整
・アパート等の基準市価の随時告示制の
運営
・再建築推進アパート等，取得関連資金
の出所調査
・地価急騰地域の土地取引に対する税務
調査の実施
・財産税・総合土地税の課税標準の現実
化
２
０
０
３
年
5.23
・首都圏全域および忠清圏の一部投機地
域を投機過熱地区に指定
（→譲渡所得税実質取引価格課税地域
の拡大）
・総合不動産税の推進
9.5
・１世帯１住宅譲渡税非課税要件の強化
（居住要件を１年から２年に延長）
10.29 ・１世帯３住宅者の譲渡所得税重課
・総合不動産税の早期実施
・財産税の課税標準の現実化
２
０
０
５
年
5.4
・１世帯２住宅者の譲渡所得税実質取引
価格課税
・不動産保有税率の段階的強化
・不動産取引税率の段階別引き下げ
8.31
・不動産実質取引価額の申告制度施行
・譲渡所得税の実質取引価格課税の転換
・１世帯２住宅者，非事業用の更地など
の譲渡所得税強化
・総合不動産税の対象拡大
・住宅９億ウォン→６億ウォン，世帯別
合算
・総合合算課税対象の土地：
６億ウォン→３億ウォン，世帯別合算
・住宅および総合合算課税対象の土地に
対する課標現実化率を2009年までに
100％
(注)〈図１〉に示されている2007年１月11日の不動産対策には特別な租税政策は含まれていない。
が賦課された後，住宅や更地あるいは一般建築物用の土地などに対しては，課税基準金額以
上の所有者に高率の総合不動産税が追加課税されるようになった。
1）課税標準の現実化
①土地の課税標準
土地に対する財産税（2004年度以前では総合土地税）の課税標準は個別公示地価1)に適用
比率をかけて計算する。従前ではこの適用比率は行政自治部の指針に基づき各市，郡，区で
定められていたが，改編直前の2004年度の各市，郡，区の適用比率は最低33.5％から最高
44.8％までに分布していた。
しかし2005年度からは，この適用比率は地方税法令で規定されるようになり，2005年度で
は50％，その後毎年５％ずつ引き上げられ2015年に100％になるようにした2), 3)。
②建物の課税標準
建物に対する財産税の課税標準は，政府が告示する建物新築価格基準額に各個別建物の構
造や用途，位置，経過年数およびその他の事項を勘案した指数をかけて計算する。2004年度
まで適用された建物新築価格基準額は2004年度が18万ウォン/m2 であり，2003年と2002年で
はそれぞれ17万ウォン/m2，16万５千ウォン/m2 であった。当時の実際の建物新築価格が最小
でも50万ウォン/m2 を上回っていたことに比べると，甚だ低い水準であった。
2005年からは建物新築基準価格が大幅に引き上げられ4)，2005年では46万ウォン/m2，2006
年で47万ウォン/m2，2007年では49万ウォン/m2 という具合に大幅に現実化された。2004年度
の18万ウォンと比べるとおおよそ３倍の水準に上がったことになる。
このように建物新築価格基準額が一時に現実化されることにより，税負担が急増するのを
防ぐため，建物課税標準の計算時にも土地と同様に適用比率をかけるようにし，ひとまず
2005年には50％を適用して，2006年から毎年５％ずつ引き上げ2015年に100％になるように
した。
③住宅の課税標準
2004年度までは住宅を建物と付属土地とに区分され，建物は財産税，土地は総合土地税と
して各々に課税された。しかし2005年からは，付属土地を含む住宅全体を一つの課税物件と
みなして住宅価格を告示し，その住宅公示価格に適用比率をかけた金額を課税標準として財
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1）1990年度から告示されており，市税の70％から80％程度を反映しているものとして一般的に認識さ
れているが，地目や位置および個別の筆地の特性によって偏差が大きい。
2）地方税法施行令（2005.1.5）第138条および地方税法附則（2005.12.31）第５条
3）しかし，2005年度以降でも市，郡，区議会において条例を制定して税率を減免でき，実際における
財産税の負担水準は各市，郡，区によって差があり得る。
4）従前では，地方税法上の基準額と所得税法上の基準額が別個に告示されていたが，2005年からは，
地方税法上の基準額は告示されなくなり，所得税法上の基準額が使用されるようになった。
産税を賦課するようにした。
ここで言う「住宅公示価格」とは，アパートの場合，従前に国税庁で告示されてきた共同
住宅基準市価を指し5)，単独住宅の場合は，全国のすべての単独住宅価格を市，郡で告示さ
れるようにした。これらの価格は市税の約70％から90％6)を反映するものとして知られてい
る。
一方で住宅に適用される適用比率は，2005年から2007年までの３年間は50％とし，その後
毎年５％ずつ引き上げられ，2017年に100％になるようにした。
このように適用比率を勘案しても，住宅に対する財産税の課税標準は従前に比べ大きく上
がり，単位当りの価格が高い高価アパートの課税標準が特に大幅に引き上げられた。
以上のような財産税における課税標準の改編内容を要約すれば〈表２〉のようになる。
2）税率体系の改編
財産税の課税標準が大幅に現実化されるにしたがい，財産税の税率は多少引き下げられ，
さらに住宅に対する税率が新設された。また，総合不動産税の最低税率が１％（土地，総合
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5）2005年以降からは，建設交通部で告示されるようになる。
6）一般的に70％から80％と認識されているが，一部共同住宅の場合，市税の90％までも告示されるこ
とがある。
〈表２〉財産税における課税標準の改編内容
区分 改編前（2004年以前） 改編後（2005年以降）
課
税
標
準
①土地：個別公示地価×適用比率
（適用比率）
’04：全国最低33.5％
全国最高44.8％
②建物
建物新築価格基準額×構造指数×用途指数
×位置指数×経過年数別残価率×加減算率
×面積(m2)
(建物新築価格基準額：m2 当り)
’02：16.5万ウォン，’03：17万ウォン
’04：18万ウォン
③住宅：別途の区分無く，住宅の建物部分
は上記②を適用し，住宅の土地部
分は上記①を適用する
①土地：個別公示地価×適用比率
（適用比率）
’05 ：50％
’06以降：毎年５％ずつ上方調整
（2015年に100％）
②一般建物
建物新築価格基準額×構造指数×用途指数
×位置指数×経過年数別残価率×加減算率
×面積(m2)×適用比率
(建物新築価格基準額：m2 当り)
’05：46万ウォン，’06：47万ウォン
’07：49万ウォン
(適用比率）
’上記①土地の場合と同じ
④住宅：個別住宅価格×適用比率
(適用比率)
’05～’07：50％
’08以降：毎年５％ずつ上方調整
（2017年に100％）
合算課税対象の土地)，0.6％（別途合算課税対象の土地）であることを勘案し，土地と総合
合算課税対象の土地の最高税率は0.5％，別途合算課税対象の土地の最高税率は0.4％に定め
られた。財産税における税率体系の改編内容を要約すると〈表３〉のようになる。
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〈表３〉財産税における税率体系の改編内容（1/2）
区分 改編前（2004年以前)1) 改編後（2005年以降）
①総合合算課税対象：②③以外の土地
（住宅付属土地を含む）
課税標準
税率(超過
累進税率)
～２千万ウォン 0.2％
２千万ウォン～５千万ウォン 0.3％
５千万ウォン～１億ウォン 0.5％
１億ウォン～３億ウォン 0.7％
３億ウォン～５億ウォン 1.0％
５億ウォン～10億ウォン 1.5％
10億ウォン～30億ウォン 2.0％
30億ウォン～50億ウォン 3.0％
50億ウォン～ 5.0％
土地
②別途合算課税対象：主に一般建築物の付
属土地
課税標準
税率(超過
累進税率)
～ １億ウォン 0.3％
１億ウォン～ ３億ウォン 0.4％
５億ウォン～ 10億ウォン 0.5％
10億ウォン～ 30億ウォン 0.6％
30億ウォン～ 50億ウォン 0.8％
50億ウォン～100億ウォン 1.0％
100億ウォン～300億ウォン 1.2％
300億ウォン～500億ウォン 1.5％
500億ウォン～ 2.0％
③分離課税対象
－農地，牧場用地，林野：0.1％
－工場用地，供給目的等の土地：0.3％
－ゴルフ場，別荘，高級娯楽場用の土地，
住宅付属土地中の基準面積超過分：５％
①住宅（建物部分）
課税標準
税 率
(超超累
進税率)
～1,200万ウォン 0.3％
1,200万ウォン～1,600万ウォン 0.5％
①総合合算課税対象：②③以外の土地
（住宅付属土地を含まず）
課税標準
税率(超過
累進税率)
～５千万ウォン 0.2％
５千万ウォン～１億ウォン 0.3％
１億ウォン ～ 0.5％
*住宅付属土地は「住宅」に含まれるよう改
編された。
②別途合算課税対象：主に一般建築物の付
属土地
課税標準
税率(超過
累進税率)
～２億ウォン 0.2％
２億ウォン～10億ウォン 0.3％
10億ウォン～ 0.4％
③分離課税対象
－農地，牧場用地，林野：0.07％
－工場用地，供給目的等の土地：0.2％
－ゴルフ場，高級娯楽場用の土地：４％
建物
①住宅（建物部分)：該当なし
（｢住宅」として別途分離する)
3）税負担上限制の導入
前にも述べたように，財産税の税率が多少引き下げられ，最高税率は大幅に低下したが，
課税標準が急速に現実化されるにしたがい，実質負担税額が前年度に比べ大幅に引き上げら
れる所が生じるようになった。
このような急激な税負担の上昇を避けるために，同一課税対象の資産に対して賦課される
財産税額が前年度に負担した財産税額の150％を超えないようにし，特に住宅に対しては上
限を大幅に低くした。住宅公示価格３億ウォン以下の住宅は105％，３億ウォンを超え６億
ウォン以下の住宅に対しては110％を上限とする税負担上限制度が導入された7)。
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7）地方税法第195条の２
* 住宅を別途区分せずに，建物部分は建物
分の財産税を賦課し，付属土地は総合合算
課税対象の土地として土地分の財産税を各々
賦課する。
①別荘（付属土地を含む)：４％
②上記以外の住宅（付属土地を含む)：
〈表３〉財産税における税率体系の改編内容（2/2）
区分 改編前（2004年以前) 改編後（2005年以降）
課税標準
税率(超過
累進税率)
～４千万ウォン 0.15％
４千万ウォン～１億ウォン 0.3 ％
１億ウォン～ 0.5 ％
1,600万ウォン～2,200万ウォン 1.0％
2,200万ウォン～3,000万ウォン 3.0％
3,000万ウォン～4,000万ウォン 5.0％
4,000万ウォン～ 7.0％
住
宅
②その他
－ゴルフ場，別荘，高級娯楽場用の建物：
５％
－住居地域等の工場建物：0.6％
－その他の建物：0.3％
②その他
－ゴルフ場，高級娯楽場用の建物：４％
－住居地域等の工場建物：0.5％
－その他の建物：0.25％
〈表４〉財産税における税負担上限制度
区分 税負担上限
住宅
３億ウォン1)以下 直前年度当りの財産に対する財産税額の 105％
３億ウォン超過６億ウォン以下 〃 105％
６億ウォン超過 〃 150％
その他 〃
(注１)住宅公示価額を基準とする
2．総合不動産税の導入
1）課税対象および課税基準金額
総合不動産税は「住宅｣,「総合合算課税対象の土地,「別途合算課税対象の土地」の３種
類に分かれ，各個人や世帯が所有する不動産告示価額（住宅は住宅公示価額，土地は個別公
示地価）の合計額が一定の課税基準金額を超過したときに賦課される。
2005年の導入当時の課税基準金額は各個人別に，住宅は住宅公示価格の合算額９億ウォン，
総合合算課税対象の土地は個別公示地価の合算額６億ウォン，別途合算課税対象の土地は40
億ウォンであった。
しかし政府は2005年８月に8.31対策を発表するとともに，住宅と総合合算課税対象の土地
の課税基準金額を各々６億ウォンおよび３億ウォンに引き下げ，財産所有額の計算方式も
「個人別合算方式」から「世帯別合算方式」へと強化した。
以上で述べてきた総合不動産税の課税対象と課税基準金額を要約すると〈表５〉のように
なる。
2）課税標準，税率および税額の計算
総合不動産税額は課税標準に税率をかけた後，再び適用比率をかけて計算する8)。
課税標準は課税対象の類型別に住宅公示価額または個別公示地価の合計額から課税基準金
額（05年：９億ウォン，６億ウォン，40億ウォン，06年以降：６億ウォン，３億ウォン，40
億ウォン）を差引いて計算する。
一方，税率と適用比率は〈表６〉の通りである。
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8）2005年度では，公示価額の合計額に適用比率をかけた後，課税基準金額の50％を差引いていたが，
2006年以降からは，公示価額の合計額から予め課税基準金額を差引いた後に適用比率をかける方式に
変更された。ここでは2006年以後の方式で説明する。
〈表５〉総合不動産税の課税対象および課税基準金額
課税対象 合算範囲 課税基準金額
住宅1) (個人）’05年：人別合算
’06年以後：世帯別合算
(その他）人別合算
住宅公示価格の合計額：’05年：９億ウォン
’06年以降：６億ウォン
総合合算課税対象
土地
個別公示地価の合計額：’05年６億ウォン
’06年以降：３億ウォン
別途合算課税対象
土地
人別合算
個別公示地価の合計額：40億ウォン
（または200億ウォン)2)
(注１)一定の賃貸住宅，寄宿舎および社員用住宅，建設業者が建築し所有している未分譲住宅，家庭
保育施設用住宅などは市，郡，区および税務署に賃貸事業者登録をした後，合算排除申請をす
る場合は合算から排除される。
(注２)2007年度からサービス業等，租税特例制限法上の課税特例適用土地（観光ホテル業，総合レジ
ャー業，遊園施設業，大衆ゴルフ場業，スキー場業，流通団地，共同車庫地，工場用建築物の
付属土地）は200億ウォンを課税基準金額とする。(租税特例制限法第104条の12）
3）財産税額控除
財産税額控除とは住宅公示価格の合計額または個別公示地価の合計額が，課税基準金額を
超過する金額に対して財産税賦課額9)を総合不動産税額から控除する制度として，財産税と
総合不動産税が二重に賦課されるのを防ぐための制度である。
4）税負担の上限
財産税と同様に，前年度に比べて急激な税負担の増加を避けるため，税負担の上限制度が
導入された。2005年の導入当時には財産税と同じ150％であったが，2006年8.31対策により
住宅と総合合算課税対象の土地に対しては300％に上げられた10)。総合不動産税の税負担の
上限は総合不動産税額に財産税額を合わせた総税額相当額を基準にして前年度と比較する。
このように住宅と総合合算課税対象の土地の場合，300％という高い税負担の上限，2009
不動産関連税制の問題点と改善方案 69
9）超過金額を含む金額に対する財産税相当額から，超過金額を除外した金額に対する財産税相当額を
差引いて計算する。すなわち，超過金額によって増加した財産税の限界税額を指す。
10）納税義務者が，当該年度に納付しなければならない各類型別の財産税額と総合不動産税額の合計額
（以下「総税額相当額」とする）と，当該納税義務者に前年度に賦課された総税額相当額を比較して，
150％または300％を判定する。
〈表６〉総合不動産税の税率および適用比率（2006年以降）
区分 住宅 総合合算課税対象の土地 別途合算課税対象の土地
税
率
課税標準1)
超過累進
税率
課税標準2)
超過累進
税率
課税標準3)
超過累進
税率
～３億
３億～14億
14億～94億
94億～
１％
1.5％
(’05：1 ％)4)
２％
３％
～17億
17億～97億
97億～
１％
２％
４％
～160億
160億～960億
960億～
0.6％
１％
1.6％
適
用
比
率
年度 適用比率 年度 適用比率 年度 適用比率
2005
2006
2007
2008
2009
……
50％
70％5)
80％
90％
100％
100％
2005
2006
2007
2008
2009
……
50％
70％5)
80％
90％
100％
100％
2005
2006
2007
2008
……
2015
50％
55％5)
60％
65％
……
100％
(注１)住宅課税標準＝住宅公示価額の合計額－６億ウォン
(注２)総合合算課税対象の土地の課税標準＝個別公示地価の合計額－３億ウォン
(注３)別途合算課税対象の土地の課税標準＝個別公示地価の合計額－40億ウォン
(注４)2006年から住宅公示価額が９億ウォンから20億ウォンの間の納税義務者に対する税率を１％
から1.5％に引き上げる
(注５)2005年8.31対策により，住宅と総合合算課税対象の土地の適用比率は2006年度に70％とし，
2009年まで毎年10％ずつ引き上げ，2009年度に100％を現実化し，別途合算課税対象の土地
は財産税と同様2006年度に55％とし，2015年まで毎年５％ずつ引き上げるものとする
年度まで100％に現実化される適用比率などの影響により，不動産公示価額が高くならない
としても，負担税額が毎年大幅に上昇するものと思われる。
3．譲渡所得税制の強化
所得税として所得課税機能とともに不動産投機抑制機能をすべてもちあわせている譲渡所
得税の特性11)により，2000年以降不動産対策が発表される際，譲渡所得税に関する内容がは
ずされることはほとんどなかった。その中でも重要な事項を要約すると次のようになる。
1）１世帯１住宅非課税要件の強化
従前では１世帯が国内で１住宅（高価住宅を除外12)）を３年以上保有した後（以下「保有
要件」とする）に譲渡すれば，譲渡所得税は非課税であった。しかし2002年9.4対策発表時
にはソウル，果川（クァチョン）および５大新都市の宅地開発地区内の住宅は１年以上居住
しなければならないという居住要件が追加され，また，2003年９月５日には居住要件が１年
から２年に延長された（表１〉参照)13)。
また2003年から高級住宅の概念が高価住宅に変更された。従前には金額基準（６億ウォン）
と面積基準（共同住宅の場合は専用面積149m2，単独住宅の場合は延べ面積264m2 等）がす
べて満たされなければならなかったが，2003年からは金額基準６億ウォンを超えるだけで高
価住宅としてみなされるようになった。これによって，面積は狭いけれど金額が６億ウォン
を超える，ソウル江南などの小型アパート等が高価住宅に分類され，１世帯１住宅非課税の
恩恵が受けられなくなった。
一方，このように新しく高価住宅に編入される１世帯１住宅者の場合，税負担が急激に増
える点を勘案し，彼らのために基準面積未満の高価住宅に対して長期保有特別控除率が引き
上げられた14)。
2）実質取引価格課税制度の全面施行
2006年までは原則的に基準市価15)によって譲渡差益が計算された。基準市価を利用して譲
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11）譲渡所得税は所得税としての「所得課税機能」と,「不動産投機抑制のための課税機能」をすべて
備えた税目である（金 ミョンジュン・南 ファンウ，2006)。
12）譲渡価額６億ウォン超過住宅を指し，１世帯１住宅非課税要件を満たした高価住宅に対しては，譲
渡差益を次のように計算する。→高価住宅の譲渡差益＝譲渡差益×(譲渡価額－６億ウォン)/譲渡価
額
13）所得税法施行令（2002.10.1，法律17751）第154条第１項
14）2003年度では，５年以上10年未満保有した住宅に対しては25％（一般的な控除率は15％である)，
10年以上保有した住宅に対しては50％（一般的な控除率は30％である）が適用された。しかし，この
制度は2006年からは，15年以上保有した高価住宅に対しては45％の長期保有特別控除率が適用される
制度に変更された。
15）｢基準市価」とは，先で述べたように，財産税の課税標準を計算する際に，適用比率をかける以前
の金額を指す。すなわち，土地は個別公示地価，住宅は住宅公示価額，建物は建物新築価格基準額に
よる金額，その他大型商業用建物などに対する告示価額などを指す。
渡所得税を計算すれば行政便宜上便利であり，関係公務員が介入する余地が無い。しかし実
際の所得とは相当な差があり，または推定される所得金額に課税されるため，応能負担の原
則と実質課税原則および根拠課税原則にも背くものである（金 ジュテク)。
また，基準市価は相場よりも多少低く告示されるため，不動産価格が高くなる状況では実
質取引価格による譲渡差益が基準市価による譲渡差益より大きくなるのが一般的な現象であ
る16)。したがって，一般的に実質取引価額によって譲渡所得税が課税されれば，基準市価に
よるときよりも負担税額が増える場合が多くなるので，実質取引価格課税制度の施行は不動
産投機抑制方案であると言える。これについて政府は2007年から譲渡所得税のすべての計算
を原則的に実質取引価格に基づくよう所得税法を改正した。
3）不動産実質取引価額の申告制度および不動産実質取引価額の登記簿記載制度の導入
譲渡所得税の実質取引価格課税制度の全面施行に先立って導入された諸制度があるが，そ
れは「不動産実質取引価額の申告制度」と「不動産実質取引価額の登記簿記載制度」である。
不動産実質取引価額の申告制度は2006年１月１日から施行されたもので，取引当事者（ま
たは，契約書を仲介業者が作成した場合には仲介業者）は不動産の実質取引価額などの取引
内訳を契約日から30日以内（2007年６月からは60日以内)17) に市長・郡主・区庁長に申告し
なければならない制度である18)。このようにして申告された不動産取引価格は，不動産取引
管理システムによって虚偽申告されたかどうかの検証手続きを経て，国税庁および市・郡・
区役所に通報される。
このような申告義務に違反して，申告しない場合や虚偽申告をした場合には，取得税3倍
以下の過料，仲介業登録取消しまたは６ヶ月以内の資格停止等，厳格な罰則が賦課される。
一方，不動産実質取引価額の登記簿記載制度は，不動産取引による所有権移転の登記をす
る際に実際の取引価額を登記簿に記載するようにする不動産登記法上の制度である。不動産
の実質取引価額を露出させる，大変強力な不動産投機抑制手段として活用できるこの制度は，
すでにかなり以前から様々な学者らによって主張されてきた制度であり（金 テドン・李
グンシク，1989)，2006年６月１日から施行されている。
不動産実質取引価額の登記簿記載制度の導入により，譲渡者と譲受者間の相互監視の牽制
装置が備えられるようになった。また譲渡者が確定申告をしない場合，管轄税務署長は登記
簿記載価額を実質取引価額と推定し，譲渡所得課税標準と税額を決定できるようにした。
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16）例として，住宅を１億ウォンで取得し２億ウォンで譲渡した場合，取得および譲渡当時の基準市価
が相場のおおよそ80％として，各々８千万ウォンと１億６千万ウォンであったと仮定してみる。この
場合，実質取引価格による譲渡差益は１億ウォン（＝２億ウォン－１億ウォン）であり，基準市価に
よる譲渡差益は８千万ウォン（＝１億６千万ウォン－８千万ウォン）である。
17）『住宅取引申告地域』内にある共同住宅の場合は15日以内（住宅法第80条の２第１項）
18）公認仲介士の業務および不動産取引申告に関する法律第27条
4）１世帯多住宅者および非事業用土地に対する譲渡所得税の重課税
①１世帯多住宅者に対する譲渡所得税の重課税
１世帯２住宅以上の保有者に対しては譲渡所得税率50％（３住宅以上の者には60％）が適
用され，長期保有特別控除（10％～45％）が排除された。2006年以前にも実質取引価格によ
って譲渡差益が計算されるようになった。多住宅の所有を抑制することによって，不動産投
機を抑制する趣旨で導入された制度であり，３住宅者に対しては2004年から，２住宅者に対
しては2007年から適用されている19)。
②非事業用土地に対する譲渡所得税の重課税
2007年から施行されている制度であり，60％の税率を適用し，長期保有特別控除を排除す
る制度である。ここで言う「非事業用土地」とは，保有期間中，事業用として使用されてい
ない土地であり20)，一定の農地・林野・牧場用地・非事業用の更地や雑種地などを指す。
4．取引税課税標準の現実化および税率の引き下げ
2004年度までは，一般的な不動産売買取引時に取得価額の5.8％21)である取引税は取得者
が負担していた。
ところが個人間の取引時に，多くの取得者らは取得価額を低めに申告することによって取
引税の負担を減らしてきた（チョン ヨンシク，2000：シム ハンテク，2007)。
このような虚偽申告が蔓延したのには，地方税法上の規定も関係している。地方税法では，
特別に実質取引価格を適用するいくつかの場合を除いて，取得者が申告する価額と市価標準
額のうち大きい方の金額を課税標準とする22)。しかし一般的に「市価標準額」が相場より低
いため，取得者らは取得価額を虚偽に低く申告することによって取引税の負担を減らしてき
たのである。
ここで言う「市価標準額」とは,〈表２〉で財産税の課税標準を計算するときに，適用比
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19）住宅数を計算するとき，ソウルと広域市（郡地域を除く）および京畿道（邑・面地域を除く）では，
すべての住宅を対象とし，その他の地域（広域市の郡地域，京畿道の邑・面地域，その他の道地域）
では基準市価が３億ウォンを超過する住宅のみを対象とする。
また，住宅数には含まれるが，当該住宅の譲渡時には重課税されない場合があり，一定の長期賃貸
住宅，減免対象の長期賃貸住宅，長期社員用住宅，減免対象の新築住宅，文化財住宅，相続住宅，抵
当権の実行によって取得したり債権返済を肩代わりして取得した住宅で取得日から３年以内に譲渡す
る住宅，長期家庭保育施設，一定の小型住宅などがこれに該当する。
一方，１世帯２住宅者に対する譲渡所得税の重課税は，勤務上の状況・婚姻・老父母の扶養などに
よって２住宅になったが一定期間内に譲渡する住宅，訴訟に関連した一定の住宅，一時的２住宅者の
従前の住宅，基準市価が１億ウォン以下の住宅1)も，重課税から排除される。
20）但し，①譲渡日の直前３年のうち２年以上を直接事業で使用した場合，②譲渡日の直前５年のうち
３年以上を直接事業で使用した場合，③保有期間のうち，80％以上の期間を直接事業で使用した場合
のうち，一つでも該当すれば事業用とする。
21）取得税２％＋登録税３％＋農漁村特別税0.2％(取得税額の10％)＋地方教育税0.6％(登録税額の20
％）
22）地方税法第111条
率をかける対象金額を指す。しかしすでに〈表２〉で見たように，一般建物と住宅の場合，
計算体系を変更することによって市価標準額が大幅に上昇することとなった。
市価標準額が申告価額水準を決定する重要な基準である現実において，市価標準額の大幅
な引き上げは，すぐさま取得者らの税負担の増加につながる可能性が高い。したがって政府
は，2005年から有償売買取引に適用する登録税率を３％から２％に引き下げた23)。また，個
人間の住宅取引時には25％を追加軽減し，個人間の住宅取引に実際に適用される登録税率は
1.5％となった24)。
さらに2006年１月１日からは，不動産実質取引価額の申告制度が施行されるようになり，
これからは取得価額を低く申告する行為が処罰の対象になった。これについて政府は，2006
年から個人間の住宅取引に対して取得税も25％軽減して1.5％を適用し，登録税は50％軽減
して1.0％だけ賦課するようになった25)。
しかしこのように，個人間の住宅取引に対してのみ取引税を引き下げることは，住宅を個
人から取得する場合と法人から取得する場合（例：アパートの分譲）の間に，取引税負担の
差が生じる理由が見当たらないという世論が起こった。これに対して政府は，2006年９月１
日から，個人・法人の区分なくすべての住宅取引に対して，取得税と登録税を50％ずつ軽減
するよう地方税法を改正した。それにより現在は住宅取引に対して，取得税は総額2.3％
（取得税１％，登録税１％，農漁村特別税0.1％，地方教育税0.2％）のみ負担すればよいこ
ととなった。
これまでの取得税と登録税および関連加算税における実質負担税率の変遷過程を表にする
と〈表７〉のようになる。
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23）地方税法第131条
24）地方税法第273条の２
25）不動産実質取引価額の申告制度の導入によって，実際の申告水準が高まった，との研究結果が発表
された（シム ハンテク，2007)。
〈表７〉不動産取引税における負担税率の変遷過程
税目
住宅取引 住宅以外の取引
個人間の取引 非個人間の取引 すべての取引
2004.12.31
5.8％
(2＋3＋0.2＋0.6)1)
5.8％
(2＋3＋0.2＋0.6)
5.8％
(2＋3＋0.2＋0.6)
2005.1.112.31
4.0％
(2＋1.5＋0.2＋0.3)
4.6％
(2＋2＋0.2＋0.4)
4.6％
(2＋2＋0.2＋0.4)
2006.1.18.31
2.85％
(1.5＋1＋0.15＋0.2)
4.6％
(2＋2＋0.2＋0.4)
4.6％
(2＋2＋0.2＋0.4)
2006.9.1
2.3％
(1＋1＋0.1＋0.2)
2.3％
(1＋1＋0.1＋0.2)
4.6％
(2＋2＋0.2＋0.4)
(注１)カッコ内は取得税，登録税，農漁村特別税（取得税額の10％)，地方教育税（登録税額の20
％）の順である。
Ⅳ．現行の不動産関連税制の問題点と改善方案
租税政策における不動産価格安定の効果に対して否定的な見方もあるが，程度の差はある
にしろ学者や専門家の大部分は，肯定的にとらえている26)。しかし最近のように，短期間に
多くの制度を導入し，施行するような状況では種々の問題が生じるものである。本章では，
最近の不動産関連税制の導入過程と施行する上で生じた諸問題点をあげ，その改善方案を考
察する。
1．総合不動産税制の問題点と改善方案
1）課税対象範囲の問題
総合不動産税の導入以前から最も熱い論争の対象の一つが，即ち違憲性の問題である（金
ヨンウ，2006；朴 フン，2006；崔 ミョングン・金 サンギョム，2005)。特に，不動産
だけを課税対象にする点とともに，不動産の中でも住宅は課税対象でありながら，商業用建
物は課税対象でないという点などが，憲法上の平等権に背くものであることを違憲の理由と
して提示している。
しかし，不動産以外の資産である有価証券の場合，資本市場の育成のために課税されては
いけないだけでなく，上場株式の譲渡差益は今も課税されていない。また，商業用建物の場
合には財産税でも累進税率を適用されない財産であり，高額所有者に対して重課税する制度
である総合不動産税を適用しないからといって違憲であるとは言いがたい。さらに，総合不
動産税の課税対象は過去において，財産税または総合土地税制下でも累進課税が適用されて
いたものであるが，それに比べ商業用建物は当時でも単一比例税率を適用されていたのであ
るから，総合不動産税の課税対象に含まれないからといって，論理的に矛盾があるとは言え
ないであろう。
しかし，農地や林野，工場用地なども場合によっては投機の対象にされており，また，建
物を含まない土地価額が不動産の真の価値を表し得ないという観点から，農地等の土地や一
般の建物も，一旦課税対象に含む必要がある。特に，総合不動産税の目的が投機抑制にだけ
あるのではなく，所得再分配にもあるとすれば27)，発想を転換してある種の保有税としてと
らえ，すべての不動産を課税対象とすることも検討してみる必要があるのではないかと思う。
2）１世帯１住宅者に対する税額減免問題
１世帯１住宅者に対する課税が違憲だという主張もある。しかし過去に総合不動産税が導入
される以前に，財産税と総合土地税に分かれていたときも，１世帯１住宅者に対していかな
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26）租税日報2007.10.1 付の記事（朴 ソンベ・金 ジョンファン，2007「住宅関係税制が価格安定に
及ぼす影響｣）
27）総合不動産税法第１条
る租税の恩恵も付与されなかった。総合不動産税はあくまでも保有課税であり，１世帯１住
宅者の住宅価格が上昇し，総合不動産税の課税対象になったからといって軽減の恩恵を付与
するのは，論理的に合わないと言えるであろう。
しかし一定規模以下のある住宅で，長期間居住してきた１世帯１住宅者であり，所得が一
定水準以下の者や高齢者の場合には，税負担能力レベルで一定の比率を軽減したり，課税引
き延しの方案を導入する余地があると思われる。
3）課税標準の適用比率および税負担の上限の問題
2005年度に総合不動産税が導入される当時，財産税と総合不動産税の課税標準の適用比率
は，税目と課税対象の区分なくすべて50％であった。しかし，総合不動産税が導入されたに
もかかわらず，不動産価格が再び急騰するや，政府は総合不動産税の適用比率を住宅と総合
合算課税対象の土地の場合を，2006年にすぐさま70％に上げ，その後毎年10％ずつ上げて，
2009年度に100％になるよう改正した。これに比べ，別途合算課税対象の土地に対する総合
不動産税と土地および一般建物に対する財産税は2015年までに，そして住宅に対する財産税
は2017年までに適用比率を100％にするようにした。
また「税負担の上限」も住宅および総合合算課税対象の土地の場合，150％のものを2006
年からは300％に上げるものとした一方28)，住宅の場合，３億ウォン以下は105％，６億ウォ
ン以下は110％を適用するよう大幅に引き下げられた。
保有税の課税標準を現実化することは，長い間政府が推進してきた課題である。また急激
な税負担の増加による租税への抵抗感を減らすためにも，税負担の上限を適用することは必
要なことである。しかし，課税標準の現実化率（適用比率）が，同一資産に対する保有税の
税目間で差が生じたり，同一税目内の課税対象間で差が生じるのは，公平ではないと思われ
る。特に，住宅と総合合算課税対象の土地に対する総合不動産税の課税標準適用比率をたっ
たの１年で50％から70％に引き上げたことや，税負担の上限を150％から300％に引き上げた
ことは，いくら目的がよいとはいえ，無理な改編だといわざるを得ない。今からでも，これ
らに対する適用比率と税負担の上限を納税者が納得して負担できる水準に低めなければなら
ないと考える。今後，このような性急で無理な改編はやめなければならないと思われる。
2．譲渡所得税制の問題点と改善方案
1）実質取引価格課税制度の問題点
2007年から譲渡所得税の実質取引価格課税制度が全面的に実施されている。このために，
すでに不動産実質取引価額の申告制度と登記簿記載制度が2006年から施行されており，譲渡
者が申告しない場合，税務署長は登記簿記載価額を実質取引価額とみなし譲渡所得課税標準
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28）別途合算課税対象の土地は前年度と同じく150％を維持した。
を決定できるようになった。
しかしこのような制度も悪用しようと思えばいくらでもできる。特に１世帯１住宅者の場
合，譲渡所得税が非課税であるため，さらに可能である。すなわち，１世帯１住宅者が住宅
を譲渡する場合は，いかなる税金も賦課されないので，取得者が登記簿に記載したいように
協力できる素地がある。反対に住宅を購入する時，１世帯１住宅者になることが予想できる
取得者であれば，自身の譲渡所得税問題がないため自身は取引税の負担を減らし，譲渡者は
譲渡所得税を減らすため取引価額を低く申告する素地がある。
このように，１世帯１住宅非課税制度は実質取引価格課税制度だけでなく，不動産実質取
引価額の申告制度および登記簿記載制度の根幹を揺るがす深刻な妨害要因であるため，この
機会に所得控除または税額控除のかたちに転換する必要があると思われる（金 ボムジン・
チョン ジュンウク，2006；ノ ヨンフン，2006)。
なぜなら１世帯１住宅者であっても，所得控除や税額控除をうけるためには，譲渡所得税
の申告をしなければならず，虚偽申告の場合には減免の排除または加算税の賦課などの不利
益を被ることになるので，１世帯１住宅者らも取引価額を虚偽申告するのに相当の負担を強
いられることになるからである。
2）金融調査権の付与
実質取引価格の申告制度の成否は課税当局で実質取引価格が調査確認できるかにかかって
いる。実質取引価格を調査するにあたり，金融取引を追跡することなく調査するのは非常に
難しいことである。
しかし，現行の金融実名取引および秘密保障に関する法律によると，課税当局での内部的
な書面検討段階では金融資料を提供してもらえない29)。もちろん，基準市価や公示地価，類
似売買事例や各種専門機関の相場の資料などを活用することはできるが，そのような資料は
あくまでも参考事項にすぎない。また，アパート，オフィステルおよび大型複合商業ビルな
どの場合は価格が定型化されており，相場を確認するのは相対的に楽であるが，単独住宅や
更地，農地などの場合は相場の資料さえも手に入らない状況である。さらに土地の場合，用
途や道路状況など種々の条件の違いで，すぐ脇についている筆地間であっても価格差が大き
く出るため，近隣の売買事例価額などを基準にして調査するにしても限界があるといわざる
を得ない。
したがって，譲渡所得税の実質取引価格課税制度が成功的に施行されるためには，何より
も課税当局に今よりもっと広範囲な金融調査権を与える必要がある。
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29）金融実名取引および秘密保障に関する法律第４条ならびに同法律施行令第６条の２
3）譲渡所得税重課税制度の問題点
韓国の不動産投機が複数棟の住宅を所有することに始まるという観点から，１世帯多住宅
者に対する重課税は合理化できる。しかし，他の考え方によれば，１住宅が数十億ウォンも
する高価住宅に対しては重課税せずに，庶民住宅を２－３軒保有しているとして重課税する
のは公平でないといえる。事実上庶民の場合，自身の居住住宅を減らし，その金で他の住宅
を購入し，賃貸をして生活費に充てる場合が多い。複数棟の住宅を処分し，一軒の高い住宅
に住みながら賃貸をするのが難しいためである。
もちろん，ソウル，広域市（郡地域を除く)，京畿道（邑・面地域を除く）以外の地域で
は，基準市価で３億ウォンを超える住宅のみ住宅数に含まれるので大きな問題はないが，ソ
ウル，広域市および京畿道の場合に問題となるのである。
したがって，１世帯多住宅者に対する譲渡所得税の重課税は，一律的に住宅数だけをもっ
て判断するのではなく，世帯別所有住宅価額の合計も考慮しなければならない。２住宅ある
いは３住宅であっても価格の合計が３億，４億にしかならないこともあるが，このような場
合まですべて重課税されてしまうのは，10億ウォンを超えるアパート一軒を１世帯１住宅と
して15年以上保有した場合に，重課税はおろか長期保有特別控除までも45％適用されること
と比べて，実に不公平であるといわざるを得ない。
住宅は居住場所という概念もあるが，投資の対象という概念をあわせもつ。国民の全般的
な意識がそのような状況において，多住宅者に対する差別的な重課税は結局，多くの国民に
とっては，自身の居住には必要もない広い高価な住宅だけを選り好みさせ，国家的な浪費だ
けを招き，過大な消費風土だけを起こさせる可能性が大きいといえる。
よって，１世帯多住宅者に対する重課税制度は，世帯別の不動産保有現況と連繋し，一定
金額以下の不動産所有者に対しては重課税を免除する方式での制度改善が必要と思われる。
3．取引税率引き下げの問題点と改善方案
住宅取引に対して，2004年までは5.8％を負担していた取引税が2006年以降からは2.3％の
みの負担となった。これに比べて住宅以外の不動産に対しては，未だ4.6％も負担している。
このような取引税率引き下げの問題点は，住宅に対してのみ引き下げたということである。
住宅に対して取引税率をこのように適用することについては，税収以外にどのような論理的
な根拠をもさがすことができない。もちろん税収も重要である。しかし，課税対象間の公平
性も重要な課税原則の一つである。たとえ，住宅に対する取引税率の軽減幅が大幅に下がっ
たとしても，取引税率軽減の恩恵はすべての不動産に向けられなければならないだろう。ま
た，すべての不動産に向けられるのであれば，地方税法上の規定も軽減規定としてなされる
のではなく，税率条項自体を変更するのが正しいと思われる。
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Ⅴ．結 論
今まで見てきたように，2000年代にはいり韓国の不動産価格は暴騰したが，特にソウル江
南地域と首都圏のアパート価格が，他の地域や不動産に比べ大幅に上昇した。これに対して
政府は不動産市場を安定させるために，あらゆる政策手段を駆使し，その一環として各種税
制改編を断行した。その主要内容を要約すると次のようになる。
第一，財産税制を改編した。特に，総合不動産税の新設にあわせて，総合土地税を財産税
に統合し，財産税の課税標準を大幅に現実化して，税率体系も改編した。
第二，高額の不動産所有者には財産税率より高い税率の保有税である総合不動産税を課し，
2005年から施行されている。
第三，譲渡所得税制を強化した。１世帯１住宅非課税要件を強化し，実質取引価格課税制
度を2007年から施行し，その前段階措置として，不動産実質取引価額の申告制度と登記簿記
載制度を2006年より施行している。また，１世帯多住宅者および非事業用土地に対する重課
税制度を施行している。
第四，不動産取引税率である取得税と登録税の課税標準を現実化し，実質税率を大幅に引
き上げた。不動産実質取引価額の申告制度によって，実質取引価額を申告して検証された場
合，取得税の課税標準をその検証された金額に直せるようにした。
一方，このような画期的に改編された税制が，その目的を十分に達成するためには，次の
ような諸事項が補完されなければならないと思われる。
第一，１世帯１住宅長期居住者のうち，所得が一定水準以下の者や高齢者の場合は総合不
動産税を一定比率軽減し，住宅と総合合算課税対象の土地に対する総合不動産税課税標準の
適用比率と税負担の上限を財産税および別途合算課税対象土地の場合と同様に調整し，総合
不動産税の課税対象にすべての不動産を含む方案を研究する。
第二，譲渡所得税の実質取引価格課税制度を成功的に定着させるために，１世帯１住宅非
課税制度を所得控除または税額控除方式に転換し，課税当局に広範囲な金融調査権を付与す
る。また，善意の１世帯多住宅者のために，世帯別不動産価額の合計額が一定水準以下の多
住宅者に対しては，譲渡所得税重課税を適用しないようにする。
第三，取得税と登録税の取引税率軽減の恩恵を住宅取引だけに付与しているが，軽減幅を
低くしても，すべての不動産の取引に対象を拡大する。
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